
高松市社会福祉施設等の人員，設備，運営等の基準等に関する条例の制定におけ

る独自基準について 

 

中核市の条例で定める基準ついては，厚生労働省令で定める基準に従い定めるもの（以下「従

うべき基準」という。），厚生労働省令で定める基準を標準とするもの（以下「標準」という。），厚生労

働省令で定める基準を参酌するもの（以下，「参酌すべき基準」という。）に区分されました。 

 本市では，「従うべき基準」および「標準」につきましては，厚生労働省令と同様ですが，「参酌す

べき基準」の一部について，次のとおり独自基準を加えております。 

 

 

１ 特別養護老人ホーム等の居室定員(第３条第２項)  

 

２ ユニット型施設の入居定員(第３条第２項)   

 

３ 記録の整備(第３条第２項) 

 

４ 非常災害対策の具体的計画の掲示義務(第４条) 

 

５ 災害時における他施設との連携・相互応援体制の整備(第５条) 

特別養護老人ホーム，指定介護老人福祉施設および指定地域密着型介護老人福祉施設の

居室の定員について，現行の「４人以下」から「１人」に省令改正されたが，利用者の希望につい

て調査を行った結果を踏まえ，「４人以下」とする。 

現行基準では，「おおむね10人以下」と規定されているが，市内の施設が10人以下であること

を踏まえ，「おおむね」を削除して「10人以下」と定める。 

入所者等に対する処遇またはサービスの提供に関する記録等の保存期間について，現行基

準では「２年間」と規定されているが，介護報酬等の適正な取扱い（過払い発生時の対応等）や

サービス向上の観点から，保存期間を「５年間」に延長する。 

社会福祉施設等の設置者等（設置者もしくは開設者または当該事業を行う者をいう。以下同

じ。）は，非常災害対策に関する具体的な計画を作成し，施設または事業所の見やすい場所

に，その概要を掲示しなければならない。 

社会福祉施設等の設置者等は，非常災害時の入所者または利用者（以下「入所者等」とい

う。）の安全の確保を図るため，あらかじめ他の社会福祉施設等相互間および県，市町，関係機

関，地域住民等との連携協力体制を整備するよう努めなければならない。 



 

６ 研修機会の確保(第６条) 

 

７ 福祉サービスにおける外部評価等の実施(第８条) 

 

８ 給食における地産地消の実施(第９条) 

 

９ 地域との連携および災害時における要援護者の受入れ(第１５条)  

 

 

 

社会福祉施設等の設置者等は，職員または従業者の資質の向上のために，毎年具体的な

研修計画を作成し，当該研修計画に基づき全ての職員または従業者に対して研修を実施し，

当該研修の結果を記録するほか，職員または従業者の研修の機会を確保しなければならない。 

(１) 社会福祉施設等の設置者等は，自ら当該社会福祉施設等に係る業務の質の評価を行い，

常にその改善を図るよう努めなければならない。(※現行基準でも義務付けされている。 ) 

(２) 社会福祉施設等の設置者等は，当該社会福祉施設等に係る業務の一層の改善を進める

ため，定期的に外部の者による評価を受けるよう努めなければならない。(※定期巡回・随時

対応型訪問介護看護事業所，（予）小規模多機能型居宅介護事業所，（予）認知症対応型共

同生活介護事業所，複合型サービス事業所については，現行基準でも義務付けされてい

る。 ) 

社会福祉施設等の設置者等は，食事を提供する場合は，入所者等の特性に配慮しつつ，県

内で生産された農林水産物およびこれらを県内で加工した食品（当該食品を原材料とするもの

を含む。）を積極的に使用するよう努めなければならない。 

特別養護老人ホームおよび介護老人保健施設は，その運営に当たって，地域住民またはそ

の自発的な活動等との連携および協力を行う等の地域との交流を図るとともに，災害時におい

て要援護者を受け入れるなど，地域の高齢者福祉の拠点となるよう努めなければならないものと

する。 


